
決算報告書

第２期

平成１７年度

国立大学法人 鹿屋体育大学



(様式２）

国立大学法人鹿屋体育大学

差　　　額

（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 1,649 1,649 0

施設整備費補助金 0 0 0 （注１）

船舶建造費補助金 - - -

施設整備資金貸付金償還時補助金 0 0 0

補助金等収入 0 6 6

国立大学財務・経営センター施設費交付金 18 18 0

自己収入 489 566 77 　

授業料、入学料及び検定料収入 441 508 67 （注２）

附属病院収入 - - -

財産処分収入 0 0 0

雑収入 48 58 10 （注３）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 36 19 △ 17 （注４）

長期借入金 0 0 0

貸付回収金 0 0 0

承継剰余金 - - -

旧法人承継積立金 - - -

目的積立金取崩 0 0 0

計 2,192 2,258 66

 支出

業務費 1,308 1,383 75

教育研究経費 1,308 1,383 75 （注５）

診療経費 - - -

一般管理費 830 739 △ 91 （注６）

施設整備費 18 18 0

船舶建造費 - - -

補助金等 0 6 6 （注７）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 36 20 △ 16 （注８）

貸付金 0 0 0

長期借入金償還金 0 0 0

国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 0 0 0

計 2,192 2,166 △ 26

収入－支出 0 92 92

○予算と決算の差異について

平成１７年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

（注１）補助金等収入については、予算作成時に補助金を計上しなかったことにより、予算金額に比して決算金額が6,374,000円多額と
なっています。

（注２）授業料、入学金及び検定料収入については、
　①授業料収入：平成１７年度中に受領した平成１８年度授業料の前納件数の増加、及び平成１７年度入学者が増加したことにより、予
算金額に比して決算金額が59,408,100円多額となっています。
　②入学料収入：平成１８年度入学者数の増加、及び平成１７年度入学料免除申請不許可者分の入学料により、予算金額に比して決
算金額が9,315,000円多額となっています。
　③検定料収入：平成１８年度入学受験者の減少により、予算金額に比して決算金額が1,877,800円少額となっています。

（注３）雑収入については、
　①学校財産貸付料収入：施設利用者の増加により、予算金額に比して決算金額が1,491,814円多額となっています。
　②職員宿舎貸付料収入：入居者数の減少により予算金額に比して決算金額が1,801,448円少額となっています。
　③雑収入：台風災害に伴う火災保険金受領等により、予算金額に比して決算金額が9,301,620円多額となっています。
　④講習料収入：受講者数の増加により、予算金額に比して決算金額が437,800円多額になっています。
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（注４）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、
　①受託研究収入：受入額の減により、予算金額に比して決算金額が14,611,000円少額となっています。
　②奨学寄附金収入において、受入額の減により、予算金額に比して決算金額が2,365,609円少額となっています。

（注５）教育研究経費については、
　①教員の人件費：退職者数の増等による退職手当支給額が30,062,748円予算金額に比して決算金額が多額に、また採用計画の変
更等による給与支給額が21,382,766円、学生等アルバイト（ﾃｨｰﾁﾝｸﾞｱｼｽﾀﾝﾄ等）の減により13,320円が、それぞれ予算金額に比して決
算金額が少額となっています。
　②教育研究事業費：老朽施設等の保全及び教育研究環境の充実に要する経費が新たに発生したため、予算金額に比して決算金額
は65,533,057円多額となっています。

（注７）補助金等については、予算作成時に補助金を計上しなかったことにより、予算金額に比して決算金額が6,374,000円多額となっ
ています。

（注６）一般管理費については、
　①役員及び職員人件費：退職者数の減等により退職手当支給額が39,042,473円、報酬及び給与が人事異動による平均給与支給額
の減等により36,349,905円が、それぞれ予算金額に比して決算金額が少額となっています。また、学生等アルバイトの増により、予算金
額に比して決算金額が776,803円多額となっています。
　②一般管理費：管理的経費を抑制し、教育研究事業費に充てたことにより（注５－②参照）、予算金額に比して決算金額が
16,328,748円少額となっています。

（注８）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、産学連携等研究収入及び寄附金収入が減少したことにより、予算金額
に比して決算金額が16,222,286円少額となっています。
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